
４５

リカードの賃金概念と動学分析について

福　田　進　治

　　目　　次

はじめに

１． リカードの賃金概念に関する旧見解と新見解

２． 自然賃金概念の再定義

３． 賃金の変化に関する原理的説明

４． 資本蓄積と人口増加を考慮した応用的分析

おわりに

は　じ　め　に

　リカード（Ｄ。。ｉｄ　Ｒｉ。。。ｄ。）の経済学の中心部分である成長過程における分配の変化の分析と関

連して最も重要な主題の一つとして賃金概念の解釈に関する問題がある。この問題はスラ ッファ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
（Ｐｉ。。ｏ　Ｓ

。。丑。）の編集による『リカード全集』の刊行以来，リカードの経済学を剰余理論の系譜

のなかに位置づけるスラ ッファ 派と，限界理論の先駆として解釈する新古典派の対立という文脈

が加わることによっ て著しく論争的なものとなっ た。 すなわちリカードの分析する成長過程にお

いて実質賃金は一定不変であるか否か，自然賃金は市場賃金の一時的変動の中心点として強力な

吸引力を持ち続けるか否か，といっ た論点が利潤率の決定様式の問題と直接関連するために，対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
立する２種類のリカート解釈の妥当性を左右することとなっ たのである。こうしたなかでピーチ

（Ｔ。。。ｙ　Ｐｅ。。ｈ）はスラ ッファ 派と新古典派の双方の解釈を批判的に検証しながらリカード論争を

総括しようと試みたのであるが，賃金概念の問題については前者による「自然賃金原理」解釈を
　　　　　　　　　　　　　３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、

擁護した（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐ．１１ ，１３０）。 しかしながらピーチの解釈においては以下で示すよっにリカー

トの賃金概念に関する論理的問題が正当に整理されておらず，その結論は妥当なものではない ，

従っ て論争は依然として解決していないと言わねばならないのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　かくて本稿の目的はこうした論争の経緯を踏まえてリカードの『原理』第５章賃金論における
　　　　　　　　　　　　　　　５）
賃金概念および関連する動学分析を検討し，これを論理的に一貫した形で再構成することである 。

従っ て本稿ではリカードの叙述の検討と整理を踏まえながら，あるいはリカード自身の議論にお

いて見出される矛盾を修正しながら，リカードの分析の理論的意義を前向きに評価できるような

形でこれを再構成する。こうした作業によっ てリカードの賃金概念の解釈をめぐる論争に対して

解答を与えること，そしてリカードの賃金の変化に関する分析の歴史的意義あるいは理論的意義

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５９）
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を再評価することが可能になる。またこうした作業は筆者自身による研究にとっ てリカードの分

配と成長の分析の全体像を再構成するための準備であり ，就中リカードの分析の数理モデルによ

る定式化のための不可欠の則提である 。

　またリカードの賃金概念の問題と関わる主題の一つとして従来より『原理』第４章価格論と第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
５章賃金論の分割の事情に関する「重章問題」が議論されてきた。これについて本稿では主題と

しては検討しないが，上述の作業によっ て関連する問題が明らかになるだろう 。

　なお本稿の考察は上述のように欧米における論争の文脈を踏まえて遂行されるが，同時に日本

における議論を参照しており ，これに依拠する部分も多い。従って本稿の考察は欧米の論争を日

本の研究による貢献を踏まえて総括することを含意の一つとしている 。

１． リカードの賃金概念に関する旧見解と新見解

　すべての作業に先立って本章ではリカードの賃金概念に関する２種類の解釈の概要およびそれ

らの主要な論拠を確認しながら，それらの問題構成を整理する。ピーチによるとリカードの賃金

概念と賃金の分析に関する解釈として「自然賃金原理」解釈すなわち本稿のいう□日見解」解釈

と「新見解」解釈が相互に対立しており ，必ずしも厳密な区別ではないがおおむね前者にスラ ソ

ファ 派による解釈およぴスラ ソファ以前の伝統的かつ支配的な見解が，後者に新古典派による解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）釈が各々対応しているという（Ｐ…ｈ１９９３，ｐｐ．９－１１ ，１０４－１１）。

　まず旧見解についてであるが，これはリカードの賃金概念に関して第１に実質賃金は自然水準

すなわち生存水準で一定不変である，第２に自然賃金はあらゆる状況において市場賃金の偶然的
　　　　　　　　　　　　　　　　８）
な変動が収鮫する値すなわち「重心」であるという前提を承認するものである（Ｐａ．ｉｎｅｔｔｉ１９６０

，

ｐｐ
．８０－８１；Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐｐ

．１０４－０７）。 この立場の論拠として『原理』第５章賃金論における賃金概

念の定義に関する次のような叙述がしはしは引用される 。これを引用（１）と呼ぶ 。

　　「労働の自然価格とは，労働者たちが，平均的にいっ て， 生存しかつ彼らの種族を増減なく

　　永続させうるのに必要な，その価格のことである 。」

　　「労働の市場価格とは，供給の需要にたいする割合の作用から，実際に労働にたいして支払

　　われる価格のことである。労働は希少なときは高く ，豊富なときは安い。労働の市場価格が

　　どれほどその自然価格から離れようとも ，それは，諸商晶と同じように，これに一致しよう

　　とする傾向をもっ ている 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．９３－９４）

　ここでいう「労働の自然価格」および「労働の市場価格」を本稿では「自然賃金」および「市

場賃金」と各々言い換えて統一する。リカードによると自然賃金は労働供給を一定不変に維持す

るための生存水準の賃金であ って，これを重心としながら市場賃金は労働需要一供給比率の影響
　　　　　　　　　　９）
を受けて変動するという 。従ってここでリカードのいう「自然賃金」の概念規定は第１に労働供

給を一定に維持する水準である，第２に労働需要一供給の一致を保証する水準であるということ

になる。後述するようにリカードによる賃金概念の説明は決して一貫したものではなく矛盾が散

見されるのであるが，これらのなかから実質タームの自然賃金は生存水準で一定であるという想

定を支持しうる叙述を選ぴ出しながら，旧見解はこうした叙述や上記の定義がリカードの本意を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６０）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
最も忠実に反映していると看なすのである。ところでこうした旧見解の意義は労働価値理論の基

本的命題あるいは剰余理論の基本的原理に基づいてリカードの主張する成長過程における利潤率

の傾向的低下の論証を可能にしたことである。ただし本稿のいう労働価値理論の基本的命題とは

投下労働量一価格の比例関係およぴ貨幣賃金一利潤率の相反関係を，剰余理論の基本的原理とは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
利潤は産出から投入を差し引いたときの剰余として決定するという仮説を各々意味する。これら

より成長過程において農業の劣等地耕作が進行したとき規模に関する収穫逓減の効果によっ て，

生産量あたり投下労働量の増大＝＞賃金財価格の上昇＝＞貨幣賃金の上昇＝〉利潤率の低下，という過

程が生じると想定された。ここでもし実質賃金が減少するなら賃金財価格の上昇は必ずしも貨幣

賃金の上昇を帰結しない，従ってリカードは実質賃金一定の仮定を保持していたと旧見解はいう 。

また旧見解の主張の帰結として今一つ示しておくべきことは，資本の総額は貨幣賃金と労働量の

積であるという「賃金基金」の仮定において，労働市場では資本額と貨幣賃金を所与として雇用

労働量が決定するという図式である。しかしこれが成立するためには労働供給は無限大の弾力性
　　　　　　　　１２）
をもたねばならない 。

　こうした旧見解の立場に対する反論として新見解は提出されたのだが，これはリカードの賃金

概念について第１に実質賃金は必ずしも一定でなく成長過程においては自然水準を恒常的に上廻

る， 第２に自然賃金は停滞状態においてのみ市場賃金の変動の重心となると主張するものである

（Ｈ１．ｋ。 ＆Ｈ
．１１．ｎｄ。。１９７７，ｐｐ３６３－６６ ，Ｃ。。。。ｏ。。１９７８，ｐｐ３９－４０ ，Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐｐ１０７－１！）。 この主張の論

拠としてやはり『原理』第５章賃金論における経済の成長過程と賃金の変化に関する次のような

叙述がある 。これを引用（２）とする 。

　　「賃銀はその自然率に一致する傾向があるにもかかわらず，その市場率は，進歩しつつある

　　杜会では，ある不定の期間たえず自然率を超えうるであろう 。というのは，増加した資本が

　　新しい労働需要に与える刺激が応じられるやいなや，ただちに別の資本増加が起こっ て同一

　　の効果を生むことがありうるからである 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．９４ －９５）

ここでは資本蓄積率そして労働需要の増加率が一定の水準を維持するとき市場賃金は自然賃金を

恒常的に上廻るとされている 。また同章の次の叙述を引用（３）とする 。

　　「社会の自然の前進につれて，労働の賃銀は，それが供給と需要によっ て左右されるかぎり ，

　　低下する傾向をもつであろう 。というのは，労働者の供給は引き続いて同一率で増加するで

　　あろうが，一方彼らにたいする需要はより緩慢な率で増加するだろうからである 。」

　　「人口が増加するにつれて，これらの必需品の価格は，それを生産するのにより多くの労働

　　が必要になるであろうから，たえず騰貴してゆくであろう 。」

　　「労働の貨幣賃銀は低下するのではなく上昇するであろう 。しかしそれは，それにより労働

　　者が，慰安品と必需品とを，それらの商品の価格の騰貴以前に彼が購入したと同じ分量だけ ，

　　購入することができるほど十分には，上昇しないであろう 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．１０１－ ０２）

ここでは成長過程においては一方で労働需要の増加率の低下のために貨幣賃金の低下圧力が生じ ，

他方で賃金価格の上昇のために貨幣賃金の上昇圧力が生じ，これらが相侯って貨幣賃金の上昇お

よび実質賃金の減少を帰結するとされている。さらに『原理』第１６章賃金租税論における次の叙

述がある 。これを引用（４）とする 。

　　「労働にたいする需要は，それがたまたま増加しているか，不変のままであるか，あるいは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６１）
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　　減退しているかにおうじて，すなわち，それが人口の増加，不変，あるいは減退のいずれを

　　要求しているかにおうじて，労働者の生活資料を左右し，そしてそれがどの程度に豊富，適

　　度，あるいは貧弱になるべきかを決定する 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．２１５）

　これはスミス（Ａｄａｍ　Ｓｍｔｈ）による労働需要の増加率が賃金の変化を通して人口増加率を適切

な水準に調整するという見解を，リカードが支持して自身の著書に引用したものである。こうし

たリカードの叙述に基づいて新見解は成長過程においては市場賃金は自然水準あるいは生存水準

とは異なる水準に持続的に引きつけられる，ゆえに実質賃金は変動するとしながら，自然賃金は

分析的には有効でないと主張している。こうした新見解の意義は実質賃金一定の仮定をリカード

の分析にとっ て本質的でないと看なして放棄することによっ て， 動学的文脈において賃金の変化
　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
に関する考察を可能にしたことである。例えは資本蓄積率を貨幣賃金の減少関数，人口増加率を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）貨幣賃金の増加関数（かつ賃金財価格の減少関数）として定義する，また労働市場について旧見解

と対照的に，やはり賃金基金を仮定したとき資本額および労働量を所与として貨幣賃金が決定す
　　　　　１５）
ると想定する。このとき資本蓄積率と人口増加率を等しくする貨幣賃金の値が存在する，そして

市場賃金はこの値を重心としながら変動し，この値をとるとき労働需要一供給の通時的一致を保
　　　　　　　　１６）
証することが分かる。これらを簡略化して，貨幣賃金＝＞資本蓄積率＆人口増加率→労働需要＆労

働供給＝〉貨幣賃金，という回帰的な過程として示すことができる。ところで新見解によると実質

賃金一定の仮定を放棄したために，旧見解において保持されていた剰余理論の基本的原理はもは

や維持できないという（Ｃ。。ａ．ｏ。。１９７８，ｐｐ－５６－５７；Ｐｅ。。ｈ１９９３，ｐｐ１０－１１）。 ここでは均衡状態におけ

る貨幣賃金と利潤率は回帰過程のなかで同時決定するのであ って，利潤率は剰余の比率として決

定するという図式は維持できないからである。これがリカートの賃金概念に関する旧見解と新見

解の対立がスラ ッファ 派と新古典派の対立に重なる由縁である 。

　さて本稿の以下の考察ではこうした旧見解と新見解の対立がそれほど本質的なものではなく
，

両者の相違が分析の論理次元の相違に帰着することを示す。ただし上述のリカードの叙述のうち

引用（１）と引用（４）は確かに矛盾しており ，前者では自然賃金は生存水準であると定義されているに

も拘わらず，後者では少なくとも労働需要一供給の一致を保証する賃金は必ずしも生存水準では

ない，この矛盾を踏まえて次章ではリカードの自然賃金概念について再検討する。ところで引用

（１）においては資本蓄積およぴ人口増加の問題に関連する動学的文脈がそもそも考慮されておらず
，

従っ て資本蓄積率＝人口増加率＝ゼロという暗黙の状況設定のもとで賃金概念の定義が行われて

いる。このような事実上の比較静学の範囲において賃金の変化の基本的原理について考察する議

論を本稿では「原理論」と呼ぶ。そして上述の新見解の議論と同様に資本蓄積率およぴ人口増加

率の変化が労働需要一供給比率の変化を通して貨幣賃金を左右すると仮定するとき，賃金の変化

の原因として賃金財価格の変化，資本蓄積率の変化，人口増加率の変化の三者を挙げることがで

きる。例えは引用（２）は原理論のうち資本蓄積率の変化の問題を扱ったものである。これに対して

比較静学の範囲に限定されずに動学的文脈を踏まえて賃金の変化に関する複数の原理を組み合わ

せながら具体的な状況設定に応用する議論を本稿では「応用論」と呼ぶ。例えは引用（３）は応用論

のうち賃金財価格の変化およぴ資本蓄積率の変化の問題を組み合わせて成長過程における収穫逓

減という状況に応用した議論である。そして本稿では後にリカードのこの叙述に基づいて，これ

を部分的に修正することによっ て資本蓄積率および人口増加率の両者の変化を考慮した分析を再

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６２）
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構成する。こうした議論を　般的に述べたものが引用（４）であり ，これは応用論のうち資本蓄積率

および人口増加率の両者の変化を同時に考慮しながら賃金の問題に言及したものである，そして

このために上述の自然賃金概念に関する矛盾が生じたのである。こうした「原理論」およひ「応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
用論」という論理次元の分類を踏まえて本稿の以下の考察は遂行される 。

２． 自然賃金概念の再定義

　リカードの賃金概念に関する旧見解および新見解による主張を各々概観したが，両者に属する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
大部分の論者はともに一様に＜自献賃金＝生存賃金＞という定義を当殊のように保持している 。

本章ではリカードの自然賃金概念の含意を内在的に検証したうえでこの定義を放棄し，これに代

わっ て＜自然賃金＝均衡賃金＞という定義を提案する 。

　リカードの自然賃金概念について旧見解は自然価格概念のアナロジーであることを強調しなが

ら， それは労働供給を一定不変に維持する生存水準であると主張し，ただし一般の商品とは異な

り労働者の供給量の変更のためには長時問を要するから自然賃金一市場賃金の乖離は迅速には解

消されない，しかしこの問題さえ甘受するなら自然賃金は賃金の分析の中心概念として信頼しう

　　　　　　　　　　　　　　　１９）
るという（Ｐ…ｈ１９９３，ＰＰ１０５－ ０６，１２７）。 ところが実際は『原理』第４章価格論における一般商品

の価格概念の説明は次のとおりである 。

　　「労働をもっ て商品の基礎とし，またその生産に必要な比較的労働量をもっ て相互の交換に

　　おいて与えられるであろう財貨のそれぞれの分量を決定する基準とするからといっ て， われ

　　われは，商品の現実の価格すなわち市場価格が，この価値すなわちこれらの商品の本来的か

　　つ自然価格から，偶然的かつ一時的に離れることを否定するものである，と推定されてはな

　　らない。」（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ ．８８）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
ここでは自然価格は投下労働量に依存して決定する「価値」すなわち「生産費」であると述べら

れているが，供給の変化の問題には一切言及されていない。また市場価格は自然価格から「偶然

的かつ一時的」に乖離する現実の価格であ って，その乖離は「人類の欲望と願望が要求するまさ

にその程度の豊富さで，ひきつづいて供給されるような商品は，一つも存在しない」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ

８８）ゆえに生じるという記述より ，確かに需要一供給の不一致がその原因であると看なされてい

ることが分かる。続いてこの不一致の調整の過程について次のように述べられている 。

　　「価格の騰落とともに，利潤はその一般的水準以上に高められ，あるいはそれ以下に落とさ

　　れる，そして資本は，変動が起こっ た特定の用途に入りこむように促進されるか，あるいは

　　そこからひき揚げるように警告されるのである 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．８８）

ここでは特定部門における自然価格一市場価格の乖離が問題になっ ているのであ って，これによ

って利潤率の不均等が生じ部門間で資本移動が生じる，そしてこれがすべての部門で均等な利潤

率すなわち「均等利潤率」を実現したとき自然価格一市場価格の乖離は解消するのである。また

リカードはここでは明言していないが，恐らくは経済全体について総需要一総供給はつねに等し

いという目１』提に基づいて，資本移動による部門問調整が利潤率を均等化したとき各部門において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
需要一供給が一致することを正当化している。従ってリカードのいう「自然価格」は資本移動に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６３）
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よる部門間調整に関運するのであ って，その概念規定は第１に投入費用と部門問で均等な比率の

利潤の合計すなわち本稿のいう「均等価格」である，第２に需要一供給の一致を保証する水準で

あるというものである。これらを踏まえてリカードは次のようにいう 。

　　 「われわれは，これらの偶然的原因とはまっ たく無関係な結果である自然価格，自然賃銀お

　　よぴ自然利潤を左右する法則をとり扱っているかぎり ，偶然的原因による効果を完全に考慮

　　外におくであろう 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９１■９２）

ここでいう「自然賃金」は自然価格の説明に準ずるなら部門問で均等な利潤率が成立したときの

部門問で均等な賃金すなわち本稿のいう「均等賃金」を意味すると言わねばならない。ここで労

働者についても部門間の賃金格差を指標として部門間の移動が生じると想定してもよいし，ある

いは賃金一利潤の相反関係を則提とする限りは部門間で均等な利潤率が成立したとき同時に均等

賃金は成立する。以上の事情よりリカードのｒ自然」概念は部門問で利潤率がｒ均等」であると

いう条件と優れて関連するものであると看なすことができる 。

　しかしながら『原理』第５章賃金論においては先述の引用（１）のとおり自然賃金は労働供給を一

定に維持するための生存水準であるという定義が示されているのである。そしてリカートは自然

賃金一市場賃金が乖離したときの調整の過程について次のように述べた 。

　　「労働者の境遇が繁栄して幸福になり ，彼が生活の必需品と享楽品のより大なる割合を支配

　　することができ，またそれゆえに健康で多数の家族を養育することができるのは，労働の市

　　場価格がその自然価格を上まわるときにおいてである。しかしながら，高い賃金が人口の増

　　加に与える奨励によっ て労働者の数が増加するときは，賃金はふたたびその自然価格にまで

　　低下し，そして時には，反動のために実際それ以下に低下することもある 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９４）

すなわち市場賃金が自然賃金を上廻ったとき人口増加率そして労働供給の増加率が上昇して労働

需要一供給比率を低下させ市場賃金を低下させるというのであるが，ここでは経済全体における

自然賃金一市場賃金の乖離が問題になっ ているのであ って，人口増加率と実質賃金の相関を前提
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）　　　　　　　　　　　２３）２４）
としながら経済全体における「動学的調整」に言及しているのである。従って「部門問で均等な

市場賃金」が自然賃金を上廻ったとき人口増加率は上昇するということになるが，これは労働者

の場合，均等利潤率が成立したときの均等賃金は必ずしも労働需要一供給の一致を保証しないと

いうことを意味する。しかしながら労働供給の増加率と賃金の相関が想定されているから，労働

供給を一定に維持する生存賃金もまた労働需要一供給の一致を保証しない，この点については以

下で詳述する。いずれにせよリカードは一方で自然価格は均等価格であるとしながら他方で自然

賃金は生存賃金であると述べている，さらに自然価格すなわち均等価格が　般商品の需要一供給

の一致を保証するにも拘わらず均等賃金は労働需要一供給の一致を保証しないという 。こうして

自然価格概念と自然賃金概念のアナロジーの主張は困難に陥るのである 。

　ここで　般商品の価格およぴ労働者の賃金と各々の供給の変化の関係を明らかにするために部

門問調整の問題は脇に置いて，　般商品に関する資本蓄積の過程と労働者に関する人口増加の過

程を比較してみたい。このために一般商品について需要の変化によっ て需要一供給の不一致が生

じたとき市場価格は自然価格から乖離するが，その調整は部門問の資本移動ではなく経済全体の

資本蓄積によっ て行われると仮定する。ここで例えは一般商品について需要の増加があ ったとき ，

需給比率の上昇：〉価格の上昇；＞利潤の増大＝＞資本の蓄積→供給の増加＝〉需給比率の低下＝＞価格の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６４）
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低下，という過程によっ て市場価格は自然価格の水準に回帰するだろう 。しかしもし資本家が需

要の増加を正確に予想して資本蓄積を実行したなら，需要一供給が一致したまま ，従って価格が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
一定のまま供給が増加するという状況が生じるだろう 。すなわち　般商品については規模に関す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
る特定の収穫法則を仮定しない限り供給の変化と価格の変化は相互に独立であり ，需要一供給が

一致するとき価格はつねに一定水準の均等価格に等しいのである。同様に労働者について労働需

要が増加したとき，労働需給比率の上昇＝＞賃金の上昇＝＞人口の増加；＞労働供給の増加＝＞労働需給

比率の低下＝＞賃金の低下，という過程によっ て賃金は自然賃金の水準に回帰するだろう 。ところ

が労働者の場合，労働需要一供給が一致したまま労働供給が増加するという状況がありえたとし

ても賃金は一定ではありえない，なぜなら労働供給の増加はそれ自体のために，それに先立って

「高い賃金が人口の増加に与える奨励」を必要とする，すなわちリカードにとっ て労働供給の増

加率と賃金の水準のあいだには正の相関が存在するからである。こうしてリカード自身による自

然賃金の定義に反して一定不変の生存賃金は一般的には労働需要一供給の一致を保証しないとい

うことが分かる。ここで労働需要一供給が一致しながら変化するとき ，すなわち両者の増加率が

一致しているとき ，こうした状態を保証するために労働供給の増加率に対応して適切な値をとる
　　　　　　　　　　　　　２７）
均等賃金を本稿では「均衡賃金」と呼ぶ。そして供給の変化から独立な一定の値をもつ均等価格

が一般商品の需要一供給の一致を，供給の変化に対応して変化する値をもつ均衡賃金が労働需要

一供給の一致を各々保証するということは，いずれのケースにおいても供給を一定に維持すると

いう条件が関与する余地はないということを意味する 。

　さてリカードは『原理』第５章賃金論において確かに自然賃金は労働供給を一定に維持する水

準であると述べたのだったが，これは恐らくは羽鳥卓也のいうとおりスミスのいう支配労働によ

る価値尺度の妥当性を否定するために，実質賃金の水準が労働生産性から独立であることを述べ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
ようとしたものである（羽鳥１９７２，ｐｐ．２５８

－６４）。 ここで労働生産性から独立な賃金が必ずしも生

存水準であるわけではないからリカードによる自然賃金の定義は不注意であ ったということがで

きる。しかしリカートはマルサス（Ｔｈ．ｍ。。 Ｒ．ｂ。。ｔ　Ｍ．１ｔｈｕ。）から自然賃金の定義について批判さ

れながらも『原理』初版から三版に至るまで当初の定義を変更していないから，これはもはや単

純な不注意の問題ではない，従って明確な理由が存在するはずである。この理由を考えるために
　　　　　　そｇ）
『マルサス評注』に見られる議論の一部を検証する，まずマルサスはリカードによる自然賃金の

定義を批判しながら自身による定義を提示して次のように述べた 。

　　「ある国における労働の自然価格または必要価格は『社会の現実の事情のもとで，労働者に

　　たいする平均的需要をみたすにたる労働者の平均的供給をもたらすに必要な価格』である ，

　　と私は定義したい。」（ＲＷ，１ ，ｐ．２２８）

この自然賃金の定義は「社会の現実の事情」に応じて労働者の「平均的需要」と「平均的供給」

を一致させる水準であるというのだから均衡賃金を意味すると看なしてよい。さてリカードはこ

うした自然賃金の定義を一度は承認して次のような記述を残した 。

　　「もし資本と人口が規則的に増大するならば，市場価格は数年にわた ってその自然価格をこ

　　えるかもしれない。けれども私は，労働者の自然価格についての私の定義を固執しつづけよ

　　うという気はほとんどもっ ていない」（ＲＷ，１ ，ｐ．２２８ｎ）。

しかしリカードは最終的には当初の自身の定義を「すべての場合に適用される一つの共通語」を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６５）
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提示するものであ ったとして擁護しながら次のように述べた 。

　　ｒ私が自然価格というのは，通常の価格のことではなく恒常的に一定の需要をみたすのに必

　　要なような価格のことである。穀物の自然価格とは，穀物が通常利潤を与えながら供給され

　　うる価格のことである。増大せる量にたいする需要があるたびごとに，穀物の市場価格はこ

　　の価格以上に騰貴するであろう」（ＲＷ，ｎ ，ｐ２２７）。

そしてリカードは「同じことは労働の自然価格についても言いうるであろう」（ＲＷ，１ ，ｐ．２２８）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
として当初の自然賃金の定義を確認するかのように述べた。しかしリカードによる自然賃金の定

義は上述の議論を通して微妙に変化している，すなわち『原理』第５章賃金論における当初の定

義は自然賃金は恒常的に一定の労働供給を可能にするための水準というものであ ったが，ここで

は「匡常的に一定の需要」を可能にするための水準とされているのである。そして「増大せる量

にたいする需要があるたびごとに」市場価格は自然価格を上廻るというのだから，リカードの念

頭には需要が一定であるとき ，そして同時に供給が一定であるとき自然価格一市場価格は一致す

るという想定があ ったに違いない。ここでリカードは供給の増加はつねに需要の増加そして市場

価格の上昇に先行されると考えていた，このように判断する論拠は『原理』第４章価格論におけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
る「偶然的かつ一時的価格変動」に関運する次のような叙述である 。

　　「資本が，たまたま需要されている種々の商品にむか って，ちょうど必要な分量で正確に割

　　りあてられるのは，このような変動の結果にほかならない。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．８８）

こうしてリカードは一般商品に関する部門問調整およぴ労働者に関する動学的調整のケースにお

いて，供給の変化にはつねに需要一供給の不一致そして自然価格一市場価格の乖離が先行してそ

の契機となると想定し，この想定の対偶をとっ て供給が一定であるときの価格が自然価格である
　　　　　　　　　　　　　　３２）
という疋義を改めて得たのである。言うまでもなくリカードは供給の変化の契機の問題と供給の

変化それ自体の問題を混同している，この問題については前段で詳述した。しかしリカードにと

って供給の変化の問題をその契機の問題と切り離して議論することはナンセンスであ って承認で

きなかった，そのためにリカードはマルサスによる自然賃金の定義の意義を理解しながらも最終

的には否認したのである 。

　以上の考察により　般商品に関連する価格概念と労働者に関連する賃金概念のあいだの本質的

な相違は，第１に部門問調整によっ て均等利潤率が成立したとき均等価格は需要一供給の一致を

保証するが均等賃金は必ずしも労働需要一供給の一致を保証しない，第２に価格は供給の変化か

ら独立であるが賃金は労働供給の変化と正の相関をもつという点にある。そしてリカードは支配

労働概念の批判および需要変化の役割の強調のために，こうした問題を十分に考慮できないまま

に誤った自然賃金の定義を与えたのである。こうした事情を踏まえてリカードの自然賃金を労働

需要一供給の一致を保証し，市場賃金の一時的変動の重心となる値として修正したうえで再疋義

するなら，本稿のいう自然賃金概念は次のようにして表すことができる 。

自然賃金＝均等賃金＝均衡賃金……生存賃金

確認までに「均等賃金」は資本移動および人口移動による部門問調整によっ て部門間で均等な利

潤率が成立したときの部門問で均等な市場賃金であり ，ｒ均衡賃金」は資本蓄積および人口増加

による動学的調整によっ て資本蓄積率一人口増加率そして労働需要一供給の増加率が一致したと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６６）
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きの均等賃金である。これら両者の条件を満たす自然賃金は互いに等しい資本蓄積率一人口増加

率の一定水準を維持しながら労働需要一供給の通時的一致を保証するのであ って，このときさら

なる賃金の変化は生じないから自然賃金は市場賃金の変動の重心となる。なお本稿では資本蓄積

率は労働需要の増加率に，人口増加率は労働供給の増加率に各々等しいと仮定する，そのうえで

資本蓄積率一人口増加率が一致しているときの値を「均衡成長率」と呼ぶ。また用語法について ，

「実質」「貨幣」の２つの基準によっ て「生存」「自然」「市場」の３つの概念を表現せねばならな

いから，以下に示すように併せて６つの用語が必要になる。さらに賃金の決定の経路について ，

一方でｒ国民の習性と慣習」（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ．９６）が生存賃金を決定し，これと均衡成長率が相侯 って

自然賃金を決定する，他方で労働市場において賃金財価格と労働需要一供給比率を指標として現

実の賃金すなわち貨幣市場賃金を決定し，これを賃金財価格で除することにより実質市場賃金が
　　　　　　　　３３）
事後的に見出される，自然賃金と市場賃金の関係は部門問調整およぴ動学的調整によっ て確定す

る。 こうした決定経路は次のようにして図式化することができる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　均衡成長率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

国民の慣習→匡覇→匡師函 ・一一一

・唖↓
貨幣生存賃金

／　　　ｌ
貨幣白然賃金 〈一 一＞ 貨幣市場賃金←労働需給比率

賃金財価格

ここで労働需要一供給比率は資本蓄積率と人口増加率の関係に依存して変化し，また均衡成長率

は資本蓄積率および人口成長率の水準に依存する。そして労働需要一供給および資本蓄積率一人

口増加率がともに一致するとき自然賃金一市場賃金は通時的に一致し，さらに均衡成長率がゼロ

のとき生存賃金一自然賃金は一致する。ただし均衡成長率は理論的あるいは事後的にのみ見出さ

れる操作概念であるに過ぎないから，均衡成長率と相互に依存する自然賃金もあくまで理論的概
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
念であるということに留意せねばならない 。

３． 賃金の変化に関する原理的説明

　本章ではリカードの賃金の変化に関する原理論として賃金財価格の変化，資本蓄積率の変化 ，

人口増加率の変化の問題の各々について検討し，その問題構成を整理する。まず賃金財価格の変

化の問題についてであるが，これは資本蓄積およぴ人口増加という動学的調整の問題を導入する

以前の段階の議論であ って，従って賃金の変化の要因として労働需要一供給比率の影響は基本的

に考慮されていない。そして旧見解およびピーチの主張はリカードの叙述のうちこの部分に論拠

を求めている。例えは『原理』第５章賃金論において引用（１）で見たとおり自然賃金の定義を示し

た直後に，リカードは次のように述べている 。

　　「社会の進歩とともに，労働の自然価格はつねに騰貴する傾向をもっ ている，なぜならは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６７）
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　　その自然価格を左右する主要商晶の一つが，それを生産することの困難が増大するために
，

　　より高価となる傾向をもっ ているからである 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９３）

すなわち成長過程において収穫逓減の影響により賃金財価格そして貨幣賃金は上昇するという
。

ここでは労働需要一供給比率の影響は考慮されていないから，賃金財価格の上昇を正確に補填す

るような貨幣賃金の上昇が承認されるなら実質賃金は一定不変となる。これに関連して『原理』

第６章利潤論において次のような叙述がある 。

　　 「なるほど，労働の賃銀が以前には高い水準にあ ったので，それはいくらかの削減に耐えう

　　るということがあるかもしれない。そうならば，利潤の低下は阻止されるであろう 。しかし ，

　　必需品の価格がぜんじ増加しているのに，賃銀の貨幣価格が下落するか，あるいは不変のま

　　まである，と考えることは不可能である 。」（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ１１８）

ここで「労働の賃銀が以前には高い水準にあ った」という部分の解釈が微妙であるために旧見解

と新見解の何れを支持する証拠なりうるのかがはっきりしないのであるが，少なくとも長期的に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）３６）は， 近似的には，リカードは実質賃金を一定不変であると看なしていると判断できる。しかし労

働需要一供給の増加率の問題に言及しない限りは，上述の引用のみによっ てはこの一定不変の実

質賃金が生存水準であるか否かは判断できない。そしてここでの議論は貨幣賃金の変化率につい

て次のような仮定を暗黙に則提としていると看なしてよい 。

　　　　資本蓄積率：一定

　　　　人口増加率＝一定

　　　　貨幣賃金の変化率＝賃金財価格の変化率の増加関数

ここで貨幣賃金の変化率が賃金財価格の変化を完全に補填するような値をとると仮定するならリ

カードのいうとおり実質賃金は一定に維持されることになるが，それが生存水準であるのは資本

蓄積率およぴ人口増加率がともにゼロであるときのみである。こうした仮定が承認されるなら確

かに引用したリカートの叙述は旧見解のための論拠となりうるし，実質賃金を生存水準で一定で

あると主張することも必ずしも問違いではない。しかしそれでも依然として新見解を排除するも

のではない，なぜなら貨幣賃金の上昇が利潤率の低下をもたらしたのちに続いて資本蓄積率の低

下をもたらすことを考慮に入れたとき ，労働需要一供給比率の低下の影響がさらなる賃金の変化

を生じることは明らかであり ，このとき実質賃金は一定であるという仮定を保持することはでき
　　　　　　３７）
ないからである。ただ，リカードはそこまで述べなかったのである 。

　次に原理論のうち人口増加率の変化の問題について考える。これは人口増加率そして労働供給

の増加率の変化は労働需要一供給比率の変化を通して貨幣賃金そして実質賃金の変化をもたらす ，

このとき賃金財価格の変化は考慮しないという問題領域を構成する。ここでは『原理』第５章賃

金論よりすでに引用した次の叙述を再び検討する 。

　　「労働者の境遇が繁栄して幸福になり ，彼が生活の必需品と享楽品のより大なる割合を支配

　　することができ，またそれゆえに健康で多数の家族を養育することができるのは，労働の市

　　場価格がその自然価格を上まわるときにおいてである。しかしながら，高い賃銀が人口の増

　　加に与える奨励によっ て労働者の数が増加するときは，賃銀はふたたびその自然価格にまで

　　低下し，そして時には，反動のために実際それ以下に低下することもある 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９４）

ここでは市場賃金が自然賃金を上廻ったとき ，市場賃金の上昇＝＞人口増加率の上昇＝＞労働需給比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６８）
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率の低下＝〉市場賃金の低下，という過程を経て自然賃金一市場賃金の一致が回復することが述べ
　　　　３８）
られている。こうした調整過程が速やかに完結して労働需要一供給比率の影響を消去し人口増加

率も速やかに当初の水準に回帰すると仮定するとき ，先述の賃金財価格の変化の議論とこの人口

増加率の変化の議論は相侯って実質賃金一定の仮定を支持する論拠となる。ところで資本蓄積率

については一切言及されていないが，これを労働需要の増加率に等しいと仮定したから，この値

に人口増加率が一致したとき労働需要一供給は通時的に一致して自然賃金一市場賃金も通時的に

一致する。すると資本蓄積率が正値かつ一定であるとき自然賃金は生存賃金を上廻る，ゼロであ

るとき生存賃金に等しい，負値かつ一定であるとき生存賃金を下廻る，これらのうちいずれの想

定であ ってもリカードの叙述とは矛盾しないから，やはり一定不変の実質賃金は必ずしも生存水

準ではないのである。こうした調整を説明するための本質的な仮定は資本蓄積率が一定であるこ

と， 人口増加率と貨幣賃金が正の相関をもつこと ，賃金の変化が労働需要一供給比率に依存する

ことである，これらは次のようにして整理することができる 。

　　　　資本蓄積率：一定

　　　　人口増加率＝貨幣賃金の増加関数

　　　　貨幣賃金の変化率＝（労働需要／供給一１）の増加関数

ここで貨幣賃金の変化率は労働需要一供給比率が１であるときゼロとなる，また１でないときそ

の不一致を完全に解消するような値をとると仮定するなら当期の労働需要一供給は短期的に一致
　３９）

する。さらにこうして決定した貨幣賃金が人口増加率を資本蓄積率に一致させるような値をとる

とき労働需要一供給は通時的に一致し続ける，なお仮定より資本蓄積率は一定だからこれが均衡

成長率でもある。ただし　般的には同一の貨幣賃金の値が労働市場の短期的均衡と均衡成長率の

成立による動学的均衡の両者を同時には実現しないから，やはり均衡成長率も自然賃金もあくま

で理論上の概念であるにすぎない 。

　続いて原理論のうち資本蓄積率の変化の問題について考える。ここでは資本蓄積率そして労働

需要の増加率の変化は労働需要一供給比率の変化を通して貨幣賃金そして実質賃金の変化をもた

らす，このとき賃金財価格の変化は考慮しないという問題領域を構成する。まずすでに見た『原

理』第５章賃金論からの引用（２）すなわち次の叙述を再び検討する 。

　　「賃銀はその自然率に一致する傾向があるにもかかわらず，その市場率は，進歩しつつある

　　社会では，ある不定の期間たえず自然率を超えうるであろう 。というのは，増加した資本が

　　新しい労働需要に与える刺激が応じられるやいなや，ただちに別の資本増加が起こっ て同一

　　の効果を生むことがありうるからである 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．９４ －９５）

ここでは成長過程における市場賃金の上昇について言及されているが，リカードは賃金財の生産

条件が貨幣賃金そして利潤率を規定すること ，およぴ利潤率の水準が資本蓄積を規定することを
　　　　　　４０）
述べているから，この叙述は，市場賃金の低下＝＞利潤率の上昇＝＞資本蓄積率の上昇＝＞労働需給比

率の上昇＝＞市場賃金の上昇，という調整過程に言及するものであると看なしてよい。このとき人

口増加率が一定であるなら，資本蓄積率がこれより高い水準にある限り新見解のいうとおり市場

賃金は自然賃金を上廻り続ける。こうした議論のための仮定は次のとおりである 。

　　　　資本蓄積率＝貨幣賃金の減少関数

　　　　人口増加率＝一定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８６９）
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　　　　貨幣賃金の変化率＝（労働需要／供給一１）の増加関数

ここでやはり貨幣賃金の変化率は労働需要一供給の不一致を完全に調整するような値をとると仮

定するなら当期の労働需要一供給は短期的に一致し，さらにこうして決定した貨幣賃金が資本蓄

積率を人口増加率に一致させるような値をとるとき労働需要一供給は通時的に一致する。しかし

ながら資本蓄積率の問題においては人口増加率の場合と異なっ て， このような単純な定式化では

把握できない側面がある。例えは上述の引用（２）では資本蓄積が違続して生じるのは，換言するな

ら資本蓄積率の上昇が確定するのは「新しい労働需要に与える刺激が応じられる」ときであると

述べられているが，これは資本蓄積率が一定水準を維持するのは市場賃金の上昇により人口増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
率が同一水準まで上昇するときに限られるということを意味するのかもしれない。そして実際に ，

続けて次のように述べられている 。

　　 「かくて，もしも資本の増加が漸進的かつ恒常的であるならば，労働にたいする需要は，人

　　民の増加にたいして継続的な刺激を与えうるであろう 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９５）

すなわち資本蓄積率は賃金の変化を通して初期の水準に回帰するのではなく ，むしろ人口増加率

の同様の上昇を帰結するという 。これはリカードのいう資本蓄積率の変化は市場賃金の変動に依

存する短期的変化ではなくて，優れて生産条件に依存する長期的変化として扱われているという

ことを意味する。従って資本蓄積率の変化は　般的には不可逆的であり ，むしろ賃金の変化を通

して人口増加率の同様の変化を生じさせ引きつけるというのである。こうした事情とすでに検討

した人口増加率の変化に関する叙述より ，リカートは普通に考える限りは資本蓄積率の変化は人

口増加率の変化よりも迅速かつ柔軟であろうにも拘わらず，人口増加率が資本蓄積率に一致する

過程を本筋であると看なしていたといえる。そしてこうした想定を一般的な形で述べたのが先述
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）の『原理』第１６章賃金租税論からの引用（４）すなわち次の叙述である

。

　　 「労働にたいする需要は，それがたまたま増加しているか，不変のままであるか，あるいは

　　減退しているかにおうじて，すなわち，それが人口の増加，不変，あるいは減退のいずれを

　　要求しているかにおうじて，労働者の生活資料を左右し，そしてそれがどの程度に豊富，適

　　度，あるいは貧弱になるべきかを決定する 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．２１５）

ここでは端的に，生産条件＝＞資本蓄積率；＞実質賃金；〉人口増加率，という関係が述べられている

のである。こうしてリカードが経済成長の状況の変化において，生産条件に依存する資本蓄積率

の変化がつねに先行しながら人口増加率の同様の変化を継起させるという想定を保持していたこ
　　　　　　　　４３）
とが明らかになっ た。 従っ て上述の＜資本蓄積率＝貨幣賃金の減少関数＞という仮定は必ずしも

間違いでないにせよ一定の留保を必要とするのであ って，単純に資本蓄積率と人口増加率を貨幣

賃金に関する対照的な関数として議論することはできない。この点について新見解による資本蓄

積率に関する同様の仮定についても一定の留保を踏まえて議論せねはならないのである 。

４． 資本蓄積と人口増加を考慮した応用的分析

　本章ではリカードによる賃金の変化の基本的原理の具体的状況への応用に関する分析すなわち

応用論を検討し，リカートの仮定を部分的に修正することによっ て資本蓄積およぴ人口増加の両

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７０）
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者による動学的調整を考慮した分析を再構成する。ここでいう具体的状況とはリカードの本来の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
王題と関連する成長過程における賃金財生産の収穫逓減の状況を意味し，従って先述の『原理』

第５章賃金論からの引用（３）を再検討するのであるが，これに先立ってリカードの応用論に関する

修正点を確定しておく 。リカートは同じ『原理』第５章において賃金の変化の原因について次の

ように述べた 。

　　「ここでは貨幣価値の変動はなんらの作用もおよぽさないものと仮定して，これを度外視す

　　れば，賃銀は二つの原因から騰落を免れないことが明らかである，すなわち ，

　　　第一に，労働者の供給と需要 。

　　　第二に，労働賃銀が支出される商品の価格。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９７）

ここでいう「労働者の供給と需要」が労働市場における短期的な労働需要一供給比率のみを意味

するのであるならリカードの叙述は不十分であると言わねばならない，なぜならすでに明らかで

あるように長期的に見たとき貨幣賃金は資本蓄積率と負の相関，および人口増加率と正の相関を

もち，労働需要一供給が一致しているときであ っても均衡成長率の水準と関連をもつからである 。

従っ て本稿ではリカードの応用論に関する第１の修正として理論的には均衡成長率の変化が賃金

の変化の今一つの原因であると看なす。これに続いてリカードは本稿のいう引用（３）の議論のため

の具体的状況を設定しながら次のように述べた 。

　　「もっとも有利な事情のもとでは，生産力がおそらく人口増加力よりもなお大であろうとも ，

　　それはながくは続かないであろう ，というのは，土地は分量において制限され，質において

　　相違しているので，それにたいして使用される資本部分が増加するごとに，生産率は減退す

　　るであろうが，それにたいして人口増加力はひきつづいてつねに同一であるからである 。」

　　（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ ．９８）

ここでは収穫逓減の状況について説明されているが，しかしこの影響を受けて資本蓄積率が低下

するにも拘わらず人口増加率は一定の水準を維持するとされている。これについて第２の修正と

して人口増加率は必ずしも一定不変ではない，実質賃金の変化に依存して変化すると仮定する 。

なぜならリカートは人口増加率が資本蓄積率に一致するという傾向をむしろ本筋であると看なし

ていたからであり ，リカートの論理にとっ て実質賃金の減少にともない速やかに人口増加率の低

下が帰結することは必然的だからであり ，リカードの利潤率の傾向的低下の論証のためには人口
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
増加率の低下は不可欠だからである，最後の占については後述する 。さらに引用（３）における結論

は貨幣賃金の上昇およぴ実質賃金の低下というものだ ったが，これに続いて利潤率の低下につい

て次のようにして言及されている 。

　　 「労働者は実際にはより悪い支払いを受けているであろうにもかかわらず，なお彼の賃銀の

　　 この増加は，必然的に製造業者の利潤を減退させるであろう 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ
．１０２）

ただし「製造業者の利潤」の低下に言及されているのである。すなわちリカードは農業について

は生産物の価格の上昇があるから利潤率の低下の論証のためには別途考察が必要であると考えて

いたのであ って，この問題は『原理』第６章利潤論において主題となる（ＲＷ，Ｉ ，ｐ
．１１１）。 しか

しこの問題は論理的には『原理』第１章価値論および第２章地代論においてすでに解決済みであ

ると看なすことができるから，第３の修正として貨幣賃金の低下にともなっ て一般的利潤率の低

　　　　　　　　　　　　　４６）
下が帰結すると読み替えておく 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７１）
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　さて以上３点の修正を踏まえてリカードの応用論を動学的調整を考慮した応用的分析として再

構成する。ここでは成長過程における収穫逓減という具体的状況を想定し，前章で検討した賃金

の変化に関する原理のすべてを同時に考慮しながら利潤率の傾向的低下の命題を確認する。すで

に一瞥した『原理』第５章賃金論からの引用（３）は次のとおりであ った 。

　　 「社会の自然の前進につれて，労働の賃銀は，それが供給と需要によっ て左右されるかぎり
，

　　低下する傾向をもつであろう 。というのは，労働者の供給は引き続いて同一率で増加するで

　　あろうが，一方彼らにたいする需要はより緩慢な率で増加するだろうからである 。」

　　 「人口が増加するにつれて，これらの必需晶の価格は，それを生産するのにより多くの労働

　　が必要になるであろうから，たえず騰貴してゆくであろう 。」

　　 「労働の貨幣賃銀は低下するのではなく上昇するであろう 。しかしそれは，それにより労働

　　者が，慰安品と必需品とを，それらの商品の価格の騰貴以前に彼が購入したと同じ分量だけ
，

　　購入することができるほど十分には，上昇しないであろう 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．１０１－０２）

ここでは資本蓄積率が次第に「より緩慢な率」となるにも拘わらず人口増加率が「引き続いて同

一率」であるために労働需要一供給比率そして貨幣賃金は低下するというのだから，初期状況と

して資本蓄積率一人口増加率がともに正値をとっ て一致しながら均衡成長率を実現し，自然賃金

一市場賃金は生存水準より高い水準で一致しているという状況が想定されていたと考えられる
。

これを状況［１１として次のようにして表すことができる
。

　　　　［１１人口増加率＝資本蓄積率＞Ｏ　自然賃金：市場賃金＞生存賃金

ここで成長過程の進行にともなっ て， 資本蓄積率の低下＝＞労働需給比率の低下→貨幣賃金の低下
，

という過程が継起するとともに，恐らくはこれに先行して賃金財の生産のためにｒより多くの労

働が必要になる」すなわち収穫逓減の効果を被るから，投下労働量の増大→賃金財価格の上昇→

貨幣賃金の上昇，という過程が継起する，そして前者による効果よりも後者による効果の方が大

きいであろうから結果的に貨幣賃金の上昇そして利潤率の低下が帰結し，また実質賃金の減少が

帰結するという 。ただし前者による効果は市場賃金の低下，後者による効果は自然賃金の上昇を

各々意味するから，市場賃金は実質タームで減少する，貨幣タームで上昇するとしても自然水準

よりも相対的に低下するといわねばならない。こうして次のような状況［２１に移行する 。

　　　　［２１人口増加率＞資本蓄積率＞０　自然賃金＞市場賃金＞生存賃金

さてリカード自身による叙述はここで打ち切られているのであるが，労働需要一供給についても

賃金についても不均衡が存在しているから当然これらが調整される過程が継起せねばならない
，

従っ て本稿の第２の修正により実質賃金の減少のとき人口増加率の低下が継起すると仮定するこ

とは不可欠である。ここで人口増加率の低下は均衡成長率の低下そして自然賃金の相対的低下を

帰結し，また労働需要一供給比率の上昇そして市場賃金の相対的上昇を帰結しながら不均衡を調

整する。こうして次のような状況［３１に移行する 。

　　　　１３１人口増加率：資本蓄積率＞０　自然賃金＝市場賃金＞生存賃金

ここでは初期状況と比較して資本蓄積率一人口増加率はともに低下し，自然賃金一市場賃金も実

質タームでは低下している。もし収穫逓減の影響によりこうした過程が連続的に生じるなら利潤

率は低下し続け，最終的には資本蓄積率一人口増加率はともにゼロに等しくなり ，自然賃金は生

存賃金に等しくなり ，そして経済は停滞状態に至るのである（ＲＷ．Ｉ ．Ｐ．１２０）。 これを状況［Ｓ１と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７２）
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して次のようにして表すことができる 。

　　　　［Ｓ　ｌ ：人口増加率＝資本蓄積率 ＝Ｏ ：自然賃金：市場賃金：生存賃金

もちろん現実の経済変動の過程はここで示したような円滑なものではありえないであろうが，し

かし長期的かつ平均的に見たとき ，上述のようにして労働需要一供給は一致し，均衡成長率は低

下し，このなかで貨幣賃金の上昇そして利潤率の低下が継起するという過程を正当化することが

できる。こうして資本蓄積率一人口増加率の両者の変化を導入しながらリカートの叙述に基づい

て収穫逓減状況における資本蓄積率，人口増加率，均衡成長率，自然賃金，市場賃金，利潤率の

変動の経路を再構成することができた 。

　こうしたリカートの修正された応用論すなわち動学的調整を考慮した応用的分析の意義を考え

るために，リカードの利潤率の傾向的低下の命題に関する議論の文脈に従って賃金の変化に関す

る分析の論理次元を再整理し，それら各々について問題領域を設定して検討する。問題領域は次

のようにして領域［Ａ１［Ｂｌ［Ｃｌの３つに区別するものとする 。

　　　　［Ａ１ ：利潤率の傾向的低下の論証 。

　　　　　　　資本蓄積と人口増加の問題は考慮しない 。

　　　　　　　賃金財価格の変化が賃金の変化を規定する 。

　　　　［Ｂ１ ：利潤率の傾向的低下の動揺 。

　　　　　　　資本蓄積と人口増加の何れかの問題を考慮する 。

　　　　　　　賃金財価格，労働需給比率の変化が賃金の変化を規定する 。

　　　　［Ｃ１ ：利潤率の傾向的低下の確定 。

　　　　　　　資本蓄積と人口増加の両者の問題を考慮する 。

　　　　　　　賃金財価格，労働需給比率，均衡成長率の変化が賃金の変化を規定する 。

このうち領域［Ａ１には賃金財価格の変化に関する原理論が，領域［Ｂ１には資本蓄積率または

人口増加率の変化に関する原理論，および修正前の応用論が，領域［Ｃ１には修正された応用論

が各々相当する。そして領域［Ｃ１においてのみ均衡成長率の変化そして実質自然賃金の変化が

考察の対象となっ て， これらが長期分析を構成する要素となるのである。まず領域［Ａ１につい

てであるが，ここでリカートは労働価値理論の基本的命題およひ剰余理論の基本的原理に基づい

て成長過程における利潤率の傾向的低下の論証を遂行した。ここでの議論の要旨はすでに旧見解

と関わって説明したとおりであるが，今一度示すなら次のとおりである ・

　　　　［Ａ１投下労働量の増大＝〉賃金財価格の上昇＝＞貨幣賃金の上昇＝〉利潤率の低下

ここで確かに実質賃金が近似的に一定であるなら貨幣賃金の上昇そして利潤率の低下は論証され

ることになる。従ってこの領域に属する旧見解の主張，ピーチによる解釈，リカード自身の賃金

財価格のみを考慮した原理論の叙述は一定の正当性をもっ ているに違いない。しかしリカートは

ここに留まっ たのではなく ，さらに前進して資本蓄積率の変化を導入して領域［Ｂ１に到達して ，

そして次のような議論を行 った 。

　　　　［Ｂ１ ：利潤率の低下＝＞資本蓄積率の低下＝＞労働需給比率の低下→貨幣賃金の低下

すなわち以前に論証された利潤率の低下が続いて資本蓄積率の低下そして貨幣賃金の低下圧力を

生じることが考慮されたのである。そしてここまでがリカード自身による修正前の応用論の議論

に対応するのであるが，リカートによると貨幣賃金の上昇，実質賃金の減少，利潤率の低下が帰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７３）
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結するのだった。しかしここでリカードの仮定したように人口増加率が一定であるとき ，リカー

ド自身による利潤率の傾向的低下の命題は動揺せざるをえない。すなわち収穫逓減にともなっ て

資本蓄積率が低下するにも拘わらず人口増加率が一定であるなら，これは労働需要一供給ギャソ

プが際限なく拡大することを意味するから貨幣賃金の低下圧力も際限なく増大し続け，やがては

貨幣賃金の低下そして利潤率の上昇を帰結するかもしれない。しかしながらすでに示したように

リカードの応用論を部分的に修正することによっ て人口増加率の変化を考慮するとき ，この命題

は依然として成立するのである。こうして領域［Ｃ１が要請されるとともに可能になるのであ っ
て， その要旨は次のとおりである 。

　　　　［Ｃ１貨幣賃金の低下＝〉実質賃金の減少；＞人口増加率の低下＝〉労働需給比率の調整

ここでは以前の結論である資本蓄積率の低下にともなう貨幣賃金の低下が実質賃金の低下そして

人口増加率の低下をもたらしながら労働需要一供給キャソ プを調整し，従って貨幣賃金の上昇そ

して利潤率の低下は確定するのである。明らかであるように旧見解やピーチのいう実質賃金一定

の仮定を保持するなら，こうした人口増加率の変化を含めた調整過程を想定することは不可能で

あるから経済の長期的な動向を説明することはできない。しかしむしろ実質賃金一定の仮定を放
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）棄するとき ，長期分析が可能となっ て， 当初の命題は成立するのである 。

　以上の考察を踏まえてリカートの修正された応用論あるいは領域［Ｃ１における議論を総括す

る。 まず労働需要一供給比率を規定する要因として資本蓄積率およぴ人口増加率が内生的に定義

され，貨幣賃金の変化率は賃金財価格の変化および労働需要一供給比率に依存して決定すると仮

定されているから，基本的な仮定は次のとおりである 。

　　　　資本蓄積率＝貨幣賃金の減少関数

　　　　人口増加率＝貨幣賃金の増加関数かつ賃金財価格の減少関数

　　　　貨幣賃金の変化率＝（賃金財価格の変化率）と（労働需要／供給一１）の増加関数

これは前章で検討した賃金の変化に関する基本的原理の総合であり ，新見解によるリカードの成

長モデルの定式化においてもおよそ同様の仮定が置かれている。こうした仮定による諸変数の決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）
定経路を一般的な形で示すなら次のようになる 。

ここで上述の議論に即していうなら領域［Ａ１における貨幣賃金の上昇そして利潤率の低下とい

う結論は，領域［Ｂ１における資本蓄積率の低下にともなう労働需要一供給比率の低下の影響に

よっ て動揺するが，領域［Ｃ１における人口増加率の低下にともなう労働需要一供給比率の変化

の相殺によっ て保持された。こうして労働価値理論および剰余理論に基づいて論証された利潤率

の傾向的低下の命題は動学的文脈のなかで確定する，これがリカードの動学的調整を考慮した包

括的分析の意義である。　般的にいうなら領域［Ｃ１においては賃金財価格の上昇は一方で貨幣

賃金の上昇そして資本蓄積率の低下をもたらし，他方で実質賃金の減少そして人口増加率の低下

をもたらす，ここで資本蓄積率一人口増加率が一致しないなら労働需要一供給比率の変化を通し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７４）
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て貨幣賃金一実質賃金の関係を調整し，少なくとも長期的かつ平均的には均衡成長率を成立させ

ながら，これを傾向的に低下させる，こうした過程の一環として利潤率の低下は確定するのであ

る。 そして長期的に均衡成長率が成立するということは長期的に自然賃金が実現することを意味

するから，結論として貨幣自然賃金の上昇およぴ実質自然賃金の低下が資本蓄積率およひ人口増

加率の規範的な経路を形成して，そして利潤率の傾向的低下を確定するのである 。

お　わ　り　に

　本稿の考察ではまずリカードの自然価格一市場価格と自然賃金一市場賃金の概念規定の相違を

検証しながら，自然賃金は通時的に労働需要一供給の一致を保証するためには生存水準で一定で

はありえないということを明らかにしたうえで，新たに＜自然賃金：均等賃金：均衡賃金……生存

賃金＞という定義を与えた。続いてリカードによる賃金の変化に関する叙述を原理論と応用論に

区別し，リカードの賃金の変化に関する原理論を検証したうえで，リカードの応用論を修正する

ことによっ て動学的調整を考慮した分析を再構成しながら，収穫逓減状況における資本蓄積率 ，

人口増加率，均衡成長率，自然賃金，市場賃金，利潤率の変動の過程を再提示した。さらにリカ

ードの議論を分析次元に従って分類し，領域［Ａ１において労働価値理論の基本的命題および剰

余理論の基本的原理に基づいて論証された利潤率の傾向的低下の命題が，領域［Ｃ　ｌにおける動

学的文脈を踏まえた議論のなかで確定することを示した。そして長期的には自快賃金の変化が成

長率および利潤率の変化を規範的に規定することが明らかになっ た。

　こうしてリカートの賃金概念，およぴ動学的調整に関する応用的分析の内容と意義は明らかに

なっ たが，しかし実際はリカードの『原理』における利潤率の変化に関する議論の大部分は本稿

のいう領域［Ａ　ｌに属するものであり ，断片的に領域［Ｂ１［Ｃ１に属する叙述が見られるにす

ぎない，ただ第５章賃金論のみが領域［Ｂ　ｌに属する議論を主題としながら領域［Ｃ１の片鱗を

垣問見せるものとなっ ている。こうした事情に基づいて旧見解のいうようにリカードの本分は領

域［Ａ１にある，リカードは実質賃金一定の仮定を固持していたと主張することは可能であるか

もしれない。しかし逆に第５章賃金論は領域［Ｂ１［Ｃ１に関連するという意味において『原理』

全体のなかでも特異な性格をもつということを積極的に評価することも可能であるし，そのよう
　　　　　　　　４９）
に評価すべきである。すなわちリカートは『原理』第１章価値論や第６章利潤論において論証し

た利潤率の傾向的低下の命題について，第５章賃金論では動学的文脈のなかで成立する根拠を確

認しようとしたのである。こうした意味において新見解の貢献は強調されねばならない。ただし

あくまでこうした意味においてであ って，新見解が実質賃金一定の仮定を放棄することによっ て

リカードと剰余理論の関係を否定しようとするのは問違いである。なぜならリカードは上述のよ

うに実質賃金一定の仮定を放棄することによっ て剰余理論に基づいて論証された利潤率の傾向的

低下の命題をむしろ擁護しようとしたと看なすことができるからである。従ってリカードの経済

学の解釈は賃金概念の問題についてもスラ ッファ 派と新古典派の対立という文脈から離れて行わ

れねばならないのであ って，そのうえで剰余理論との関係について検討されねばならないのであ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７５）
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　なお『原理』第４章価格論と第５章賃金論の分離の問題すなわち「重章問題」に関わ っていう

なら本文中では特に検討する機会はなかったが，関連する論点は見出せた。すなわち第１に自然

価格一市場価格と自然賃金一市場賃金のあいだの概念規定の相違であ って，前者では部門問調整

を則提とする均等価格の問題であ ったにも拘わらず後者では同様の論点は少なくとも第一義的に

は存在しなかった。第２に分析の論理次元の相違であ って，上述のように『原理』第５章賃金論

は動学的文脈を踏まえた分析として特異な性格をもつものだ った。こうした指摘のみによっ ては

っきりした結論を提出することはできないが，少なくともこうした問題とリカードが慌１てて『原

理』の構成を変更したことのあいだに何らかの関連があることは問違いないであろう 。

　リカードの『原理』のなかで成長過程の分析として重要である要素には本稿で検討した資本蓄

積およぴ人口増加に関する問題のほかに差額地代に関する問題がある。一方で賃金の動学的調整

に関する議論を踏まえ，他方で地代と利潤に関する議論を踏まえることによっ て初めてリカード

の分配と成長の理論の全体像を再構成することができるのであるが，こうした作業は今後の課題

とする。また本稿の考察のなかで残された問題もある。賃金の分析自体に関わるものに限ってい

うなら第１に人口増加率の調整に関する問題がある。すなわち普通に考える限り人口の増減がそ

れほど迅速に行われるはずがないにも拘わらずリカードは人口増加率が資本蓄積率に一致する過

程が本筋であると看なしていた，こうした論理はいかにして正当化できるのか。さらに賃金の水

準と人口増加率が正の相関をもつという想定自体が必ずしも承認できるものではないから，これ

はリカードの分析の妥当性を制限せさるをえない。第２に自然賃金の経路が不均衡であり実際上

の均衡水準とはなりえないという問題がある。すなわち資本蓄積率一人口増加率を一致させる賃

金の値と労働市場で需要一供給を一致させる値と必ずしも等しくない，しかも賃金財価格の上昇

にともなっ て均衡は不断に撹乱されるのである。従って自然賃金はあくまで理論上の操作概念で

あるが，こうした概念をリカードは承認しないかもしれない。第３に本文中では触れなかったが

失業の問題がある。すなわちリカードそして本稿によると成長過程において労働需要一供給比率

による低下圧力にも拘わらず賃金財価格の上昇とともに貨幣賃金は上昇するのであ ったが，これ

は労働需要一供給キャソ プを縮小する方向とは逆方向に，むしろ拡大する方向に貨幣賃金が変化
　　　　　　　　　５０）
することを意味する。こうしたとき分析の内容はどのように変更されねばならないのか。以上の

問題について本稿では検討することができなかった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）Ｒ１ｃａｒｄｏ１９５１－５５以下では「ＲＷ」として略記する 。

２）Ｓｒａ丑ａ１９５１ ，Ｇａｒｅｇｎａｍ１９８７に代表されるスラ ソファ 派によるとリカートは生産条件を所与とし

　て純産出一賃金費用の剰余として利潤が決定するという「剰余理論」を保持しており ，こうした論理

　の成立のために実質賃金一定の仮定が不可欠であるいう 。任１１）を見よ 。Ｈｏ１ｌａｎｄｅｒ１９７９に代表さ

　れる新古典派によるとリカードは賃金一利潤の同時決定の論理を保持しており ，剰余理論および実質

　賃金一定の仮定を否認した 。

３）Ｐｅａｃｈ１９９３はリカード解釈についてスラ ソファ 派およひ新古典派の両者の王張に見られる悉意性

　を批判し，歴史的リカードの再構成を試みたものである（Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐｐ
．ｘｉ・ｘｉｉ）。

４） ‘‘

Ｏｎｔｈｅ　Ｐｍｃ１ｐｌｅｓ　ｏｆＰｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ，ａｎｄＴａｘａ七〇ｎ
”，

ｍＲＷ，Ｉ

５）Ｈａｒｒｏｄ１９７３，ｐｐ．１２－１３（邦訳ｐｐ．１８－２０）によるとリカードの動学分析では「経済成長の主要な推

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７６）
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　進力」として「蓄積」が正当に扱われているという 。これに準じて本稿のいう「動学」分析は資本蓄

　積および人口増加の問題が明示的かつ内生的な要素として考慮される分析を指し，また「比較静学」

　分析は両者の問題が外生的なものとしてのみ考慮される分析を指す。また圧１３）を見よ 。

６）Ｓｒａ妊ａ１９５１，ＰＰ　ｘｘ１ｖｘｘｖ１１ ，羽島１９９５，ＰＰ１１１－１２を参昭せよ
。

７）両見解とも諸々の論占に関運してさらに複数の見解に別れるが，旧見解はＳｒａ丑ａ１９５１ ，Ｇａｒｅｇｎａｍ

　１９８７のリカード解釈に依拠して実質賃金一定を仮定するＰａｓｉｎｅｔｔｉ１９６０による成長モデルの定式化を
，

　新見解は実質賃金一定の仮定を放棄するＨ１ｃｋｓ ＆Ｈｏ１１ａｎｄｅｒ１９７７ ，Ｃａｓａｒｏｓａ１９７８ ，Ｓａｍｕｅ１ｓｏｎ１９７８

　　；Ｃａｒａｖａ１ｅ ＆Ｔｏｓａｔｏ１９８０による定式化を代表的な見解として各々含む。ほかに実質賃金一定の仮定

　を放棄するＭｏｒ１ｓｈｍａ１９８９ ，渡会１９８３による定式化がある 。Ｂ１ａｕｇ１９８５ ，Ｒｏｓｓｅ１１１ １９８５ ，堂目１９９０

　はこれらの定式化の特性について比較検討している。渡会１９８２は利潤率低下の原因という視点から

　賃金概念に関する諸見解を「自然賃金仮説」と「非自然賃金仮説」として整理している 。

８）本稿ではＰｅａｃｈ１９９３，ｐ．１０４に倣って市場賃金が収鮫すると看なすときの中心点を「重心（ａ　ｃｅｎ －

　ｔｒｅ　ｏｆ　ｇｒａｖｉｔｙ）」と呼び統一する
。

９）ここではリカードは需要と供給について「供給の需要にたいする割合」と述べているが，本稿では

　簡略化のため需要の供給に対する比率（需要／供給）の意味で「需要一供給比率」あるいは「労働需

　要一供給比率」と表記して統一する。このとき価格あるいは貨幣賃金の変化率はこの比率の増加関数

　として扱うことができる（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．８８，９４）。

１０）ただし＜自殊賃金＝生存賃金＞という定義が明確に述べられているのはここだけである。なお実質

　賃金一定の仮定に言及する部分，あるいはその仮定の存在を看取できる部分は複数見出すことができ

　るが，それらがリカードの議論全体のなかでどのような位置づけになるのか，あるいはそうした一定

　不変の実質賃金が生存水準であるのか否か，という点について必ずしも明確ではない（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ

　１０３ －０４，１１８，１２５，１５９）。

１１）すなわち１期間の労働投入による最も単純な生産過程について費用一価格関係は，利潤率 冗， 貨幣

　賃金 ｗ， 投下労働量Ｌ，産出量Ａとして ，

　　　　（１＋元）ｗＬ＝ｐＡ

　として表すことができるが，ここで投下労働量と産出額がつねに一定の比率 ぴを保つなら

　　　　Ｐ」帆 ：ぴ

　となるから，Ｌ－ｐＡの比例関係そして，ｗ一元の相反関係が確定する（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．２６－２８）。 このと

　き物的生産条件および貨幣賃金を所与とすると ，利潤は剰余として，すなわち ，

　　　　ｐｎ＝ＰＡ－ｗＬ

　として一義的に決定するという図式が成立する（Ｇａｒｅｇｎａｍ１９８７，ｐｐ５６０－６１）。

１２）例えば資本が増加したとき ，労働需要の増加→労働需給比率の上昇→賃金の上昇二＞人口増加率の上

　昇→労働需給比率の低下；〉賃金の低下＝＞人口増加率の低下，という過程が瞬間的に継起して労働需要

　一供給の一致が達成され実質賃金一定が維持されると看なすべきか。しかしこのような想定において

　も労働需要の増加が継続的に生じるとき実質賃金は一定ではありえないから，旧見解による解釈は必

　然的にリカードによる分析を比較静学の範囲に限定することになる 。

１３）論争の王題は直接的には実質賃金一定の仮定の是非をめくるものであるが，より本質的にはリカー

　　ドの分析を比較静学分析としてのみ考えるか，動学分析として拡張することを認めるかという問題で

　ある 。Ｃａｒａｖａ１ｅ ＆Ｔｏｓａｔｏ１９８０，ｐ．１０６によるとリカードの成長理論の解釈のためには「資本蓄積お

　よび人口調整に関わる動学メカニズムを分析の要素として統合せねばならない」というが，同様の立

　場に基づいて本稿の考察は遂行される。なおＣａｒａｖａ１ｅ ＆Ｔｏｓａｔｏ１９８０は新見解の立場をとるにも拘

　わらず新古典派とは一線を画しており ，むしろスラ ッファの貢献を批判的に継承しながらリカードの

　分析を動学的文脈において再構成しようと試みている 。

１４）　ここでは＜資本蓄積率＝労働需要の増加率＞および＜人口増加率＝労働供給の増加率＞という仮定

　が用いられているが，これと同様の仮定を本稿でも採用する。なお新見解による多くの定式化では単

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７７）



６４ 立命館経済学（第４７巻 ・第６号）

　一部門経済が仮定され，資本蓄積率と人口増加率は実質賃金の関数として定義されているが，本稿で

　は貨幣賃金を用いて一般的な形式によっ て示した。以下同 。

１５）すなわち旧見解にとっ ての労働市場は例えば，資本Ｋ，貨幣賃金ｗ，労働量Ｌとしたとき ，賃金

　基金の仮定Ｋ＝ｗＬに基づいて ，

　　　　［Ｋ，ｗ１所与＝〉Ｌ決定

　という過程を構成するものであり ，新見解にとっ ての労働市場は同様にして ，

　　　　［Ｋ，Ｌ１所与＝＞ｗ 決定

　という過程を構成するものである。従って前者においては労働供給の無限大弾力性という仮定が必要

　であるが，後者においては必要でない。そして後者においては資本Ｋあるいは労働需要が労働供給

　と比較して相対的に大きいとき貨幣賃金 Ｗは上昇し，相対的に小さいとき貨幣賃金Ｗは低下する ，

　また注３９）を参照せよ 。

１６）資本蓄積率と人口増加率を等しくする実質タームの賃金の値をＣａｓａｒｏｓａ１９７８，ｐ５７は「動学的均

　衡賃金（ｔｈｅｄｙｎａｍ１ｃ　ｅｑｕ１１１ｂｒ１ｍｗａｇｅｒａｔｅ）」と呼ひ，Ｃａｒａｖａ１ｅ ＆Ｔｏｓａｔｏ１９８０，ｐｐ１１３－１４およぴ

　Ｃａｒａｖａ１ｅ１９８５，ｐ１３５は「白殊賃金」の定義の代替案とする。このうち後者と同様に，ただし貨幣タ

　ームで＜自然賃金＝均衡賃金＞という再定義を本稿は後に行う 。

１７）　リカートのよる『原理』第５章の叙述について松崎１９８２は「第一の像」およぴ「第二の像」とし

　て，羽鳥１９９５，ｐｐ．１２５－２９は「急速な資本蓄積」および「綴１曼な資本蓄積」として各々整理してい

　るが，本稿では各々の後者に相当する部分すなわち引用（３）をリカードの分析にとっ て中心部分である

　と看なしている 。

１８）Ｃａｒａｖａ１ｅ１９８５，ｐｐ．１３９－４１；Ｒｏｓｓｅ１１ｉ１９８５，ｐｐ．２４６－４７によると＜自然賃金＝生存賃金＞はリカード

　自身による成長過程の分析と矛盾するという 。このうち前者は自伏賃金の定義について代替案を提出

　している，注１６）を見よ 。

１９）ただしＰｅａｃｈ１９９３のいうとおり旧見解は自然賃金一市場賃金の調整の速度や規定力について複数

　の異なる見解を含む。例えはＰａｓｍｅｔむ１９６０ ，Ｇａｒｅｇｎａｍ１９８７では事実上の固定賃金の仮定が採用さ

　れているが，これは労働供給の急速な調整を前提としてのみ正当化される。またリカード自身も急速

　な調整を想定しているかのような叙述を残している（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１６，１５９）。

２０）リカードのいう「生産費」は投入費用と利潤の合計である（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．４７ｎ；ＲＷ，１ ，ｐ．４２）。

２１）　リカードは柔軟な生産調整および純貯蓄ゼロの仮定に基づいて総需要一総供給の恒常的一致の仮説

　すなわちｒ市場法則」への支持を表明している（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．２８９－９１）。

２２）本稿のいう「動学的調整」は経済全体における資本蓄積率および人口増加率の変化による労働需要

　一供給比率の調整，そして貨幣賃金および実質賃金の変化を指す 。

２３）人口増加率と実質賃金の正の相関について『原理』の他の部分の複数の叙述において確かに看取で

　きる（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１６，９４－９５，１２５，１５９）。

２４）中村１９９６，ｐｐ
．２４９－５２；羽鳥１９９５

，ｐｐ．１１５－１８は一般商品の価格に関する部門間調整と労働者の賃

　金に関する動学的調整の相違を「価格調整機構の内的相違」として検討している 。

２５）　リカードは総需要の変化が総供給の変化を帰結するという過程にはほとんど言及しておらず，むし

　ろ総供給の変化が総需要の同様の変化を直ちに帰結することを市場法則に基づいて述べているから ，

　本文中の資本蓄積の過程において需要一供給が一致したまま変化するという想定は決して虹理ではな

　い（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．２８９ －９１）。 しかしながらリカードは自然価格一市場価格に関する議論においては資

　本移動による部門問調整についてのみ言及しており ，経済全体における資本蓄積による調整のケース

　を事実上排除している（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．８８－８９）。

２６）規模に関する収穫法則はあくまで供給の「規模」に関するものだから，これは厳密にいうなら供給

　のｒ変化」自体の問題とは異質である 。

２７）すなわち新見解のいう「動学的均衡賃金」（Ｃａｓａｒｏｓａ１９７８）である 。本文中で見た引用（４）のほか ，

　リカードの複数の叙述から一定の文献的支持を得ることができる（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．２１８－１９；ＲＷ，１Ｖ ，ｐ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７８）
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　１２）。

２８）　リカードによると実質賃金の分量が労働生産性に比例して変化するとき投下労働価値尺度と支配労

　働価値尺度は等しくなるという 。例えば注１１）による生産過程（１＋冗）ｗＬ＝ｐＡについていうなら ，

　投下労働量Ｌ／Ａ，支配労働量（１＋兀）ム／Ａだから，価格は比例定数 ぴ， 房を用いて ，

　　　　ｐ：（Ｌ／Ａ）ｘぴ

　　　　ｐ＝（１＋冗）（Ｌ／Ａ）×房

　という２通りに表すことができる。これらが等しいとき ，実質賃金 ｏ， 貨幣賃金 ｗ＝ｐｏとして ，

　　　　 ６リ＝（Ａ／Ｌ）×（房／ｏ）

　を得ることができる。しかしリカードは実際には労働生産性が変化しようとも実質賃金は変化しない

　から支配労働は価値尺度として採用できないとした（ＲＷ，Ｉ ，ｐ ．１４－１６）。

２９）“Ｎｏｔｅｓ　ｏｎ Ｍａ１ｔｈｕｓ ’ｓ　Ｐづｎｃｉｐｌｅｓ　ｏｆ　Ｐｏｌｉ七ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ
”，
ｉｎ　ＲＷ，ｎ

３０）Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐｐ．１２６－２７； 渡会１９８２，ｐｐ
．９４－９５；中村１９９６

，ｐｐ
．３１１－１４を参照せよ

。

３１）ただしリカードは資本移動による部門聞調整に関連して述べている。リカードは経済全体の資本蓄

　積に関連して先行する需要の変化に依存せずに総需要一総供給が一致したまま変化するケースを認め

　ているから，この限りでは本稿の「リカードは供給の増加はつねに需要の増加そして価格の変化に先

　行されると考えていた」という判断は首肯できない。しかし注２５）で指摘したとおりリカードは価格

　の議論においてはこうしたケースを最初から排除しており ，そのうえで一般商品の価格に関連する部

　門間調整と労働者に関連する動学的調整を比較しながら自然賃金に概念規定を与えたのである 。

３２）すなわち需要の増加が供給の同様の増加を継起させると想定するとき ，先行する需要の増加すなわ

　ち需要一供給比率の上昇，そして市場価格の上昇は供給の増加のための十分条件となる ：図（１）．さら

　にリカードは需要一供給が一致しながら増加するという可能性を排除することによっ て， 需要一供給

　比率の上昇を供給の増加のための必要十分条件とした ：図（２）。 そしてこの対偶がリカードの自然賃金

　の定義である ：図（３）。 これらの理路は次のとおり 。

　　　　（１）［需要＞供給く・〉自然価格＜市場価格卜供給の変化＞０

　　　　（２）［需要＞供給弓自然価格＜市場価格１＜・＞供給の変化＞０

　　　　（３）［需要＝供給く・＞自然価格＝市場価格１弓供給の変化 ＝０

　このようにリカードの自然価格概念はそもそも需要一供給が一致しながら変化するケースを排除する

　ことによっ て成立したものであ って，このためにリカードは均衡賃金の可能性について明確に概念化

　することができなかったのである 。

３３）現実の賃金は労働市場において賃金財価格および労働需要一供給比率を指標として貨幣タームで決

　定し，その結果として実質賃金が決定する。従って賃金財価格あるいは労働需要一供給比率が実質賃

　金を規定する程度は資本家一労働者の交渉の結果に依存する。こうした想定は『原理』における複数

　の叙述より看取できる（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．９６，１０１－０２）。

３４）ここで本稿のいう均衡賃金が必ずしも現実的な概念ではありえず，理論上の概念にすぎないという

　ことはＣａｓａｒｏｓａ１９７８，ｐ．５０；Ｃａｒａｖａ１ｅ１９８５，ｐ．１４３においても明言されている 。また堂目１９９０，ｐｐ

　６４－６５を参照せよ
。

３５）本稿のいう原理論に属し旧見解の王張の論拠となっているものに『原理』第５章における賃金財価

　格の上昇一貨幣賃金の上昇一穀物賃金の減少の関係について表した数値例がある。ここでは実質賃金

　は「小麦」３ｑおよび「他の諸物」１２£分からなるとし，穀物価格の上昇ごとに，貨幣賃金＝穀物価

　格×３ｑ＋１２£，穀物賃金＝貨幣賃金÷穀物価格，として算出した各々の数値を次のとおり示している ，

　ただし貨幣単位はポンド［£１に統一した，穀物単位はクォータ［ｑ　ｌである（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１０３）。

　　　　　　　　　　　第１期　　第２期　　第３期　　第４期　　第５期

　　　　穀物価格　　　４ ．ＯＯ£　　４ ．２３£　　４ ．５０£　　４ ．８０£　　５ ．１４£

　　　　貨幣賃金　　　２４ ．００£　２４ ．７０£　２５ ．５０£　２６ ．４０£　２７ ．４２£

　　　　穀物賃金　　　６ ．００ｑ　　５ ．８３ｑ　　５ ．６６ｑ　　５ ．５０ｑ　　５ ．３３ｑ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７９）
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　ここでは確かに実質賃金を一定として計算が行われている。しかしこの数値例は「地代の上昇と賃金

　の上昇」の「本質的差異」を提示することを目的としていた（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１０２）。

３６）Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐ．１１４によるとリカードはあくまで「一定量の賃金財」の価値の変動によって利潤率

　の長期的な変動を論証しようとしたという（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．２８９，２９６）。 またＰｅａｃｈ１９９３，ｐｐ．１２８－２９によ

　るとリカードは貨幣賃金の永続的変化の原因として生産条件に基づく賃金財価格の変化，一時的変化

　の原因として労働需要一供給に基づく実質賃金の変化を想定しており ，少なくとも長期的には実質賃

　金は一定であると考えていたという 。しかし注４６）を見よ 。

３７）換言するなら論理的には実質賃金一定を仮定すること自体が労働需要一供給比率の影響を考慮して

　いないことの表明であ って，そういう次元の分析であることを示している。しかしリカードは往々に

　して分析の仮定や次元，あるいはその意図について明確に説明していないので，これらを類推しなが

　ら再構成する必要が生じるのである 。

３８）　この直後には，賃金の低下→人口増加率の低下→労働需給比率の上昇＝＞賃金の上昇，という逆方向

　の過程についても言及されている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９４）。

３９）すなわち賃金基金を仮定して，資本Ｋ，貨幣賃金ｗ，労働需要Ｌ
Ｄ，

労働供給Ｌ
ｓ，

として，労働

　需要は資本および賃金を所与として

　　　　Ｋ＝ｗＬＤ

　において決定し，このとき労働需要一供給が一致しておらず，賃金の変化の後に一致するなら

　　　　Ｋ：（ｗ＋」ｗ）Ｌｓ

　となるから，これらより貨幣賃金の変化率は

　　　　」ｗｌｗ＝Ｌ
Ｄ　

ｌＬｓ－１

　として求めることができる。従って貨幣賃金の変化率と（労働需要／供給一１）が等しいとき労働需

　要一供給の一致は保証される。こうした定式化はＣ
ａｒａｖａ１ｅ ＆Ｔｏｓａｔｏ１９８０，ｐｐ．１２９－３０に見られる 。

４０）賃金財の生産条件が貨幣賃金そして利潤率を規定することについては注１１）を見よ。利潤率の水準

　が資本蓄積を規定することについては『原理』における複数の叙述より正当化できる（ＲＷ，Ｉ ，ｐ

　７９，９８，１２２，２９０）。

４１）資本蓄積率の上昇に人口増加率の上昇が追いつこうとするとき市場賃金は自然賃金を上廻るという

　ことは，リカードがはやはり自然賃金＝生存賃金という定義を保持していたことを意味するのであろ

　うが，同時にリカードが均衡賃金の存在を認識していたことを示唆するといえる 。

４２）渡会１９８３，ｐｐ
．２４－２７によるとこの叙述はリカードの貨幣賃金の決定に関する基本的な考え方を反

　映するものであるという 。

４３）　こうしてリカードのいう資本蓄積率は経済成長を規定する要因となるが，これはあくまで前期の利

　潤に依存して，前期の供給からの蓄積として実行され，今期以降の経済の状況を規定するものである 。

　従ってこれは今期の需要を構成するいわゆる「独立の投資関数」とは著しく異なる 。

４４）Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐ８７による指摘を待つまでもなくリカードの初期以来の主要課題は成長過程における

　収穫逓減にともなう利潤率の傾向的低下の論証であ って，これに関する文献的な支持は初期の『試

　論』においても後期の『原理』においても事欠かない（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１０２，１２０；ＲＷ，ｌＶ ，ｐ．１８，２０）。

４５）この引用（３）に見られる資本蓄積率の低下および人口増加率一定の想定に基づく議論は１８１５年から１６

　年初めにかけてリカードーマルサス問で論争の主題となっ たものであり ，これが１６年１０月に脱稿した

　『原理』初版にそのまま挿入されたものである（ＲＷ，Ｗ ，ｐｐ．３４１－４２；ＲＷ，Ｗ ，ｐｐ．９－１０）。 これに対

　して資本蓄積率の変化が人口増加率の同様の変化を帰結するという論理をリカートが受容した時期は

　確定できないが，恐らく前者の議論の後に，前者の議論とは異なる文脈において考慮され，そしてや

　はり『原理』初版に挿入されたものである。こうした事１青により引用（３）の議論における人口増加率一

　定の仮定はリカード自身によっ ては修正されなかったのである 。

４６）すなわち『原理』第１章において投下労働量一価格の比例関係が論証され，同第２章において優等

　地と限界地の労働量あたり産出額の差額が地代となること ，および限界地における生産過程に基づい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８０）
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　て価格が決定することが仮定されている（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．７０－７３）。 これらより農業においても投入費用

　と利潤の合計額がつねに一定であることは明らかであるから，貨幣賃金の上昇にともなっ て利潤率の

　低下が帰結することも疑いえないはずである 。

４７）すなわち実質賃金の低下は利潤率の低下に対する阻害要因なのではなくて，むしろ利潤率の低下を

　長期的に確定するためには不可欠な要素なのである。従ってＰｅａｃｈ１９９３，ｐ．１２８による収穫逓減状況

　においては実質賃金の変化「にも拘わらず」利潤率の低下が帰結するという解釈は必ずしも適切では

　ない。Ｒ
ｏｓｓｅ１１１１９８５，ｐｐ２４６－４７ ，Ｈｏ１１ａｎｄｅｒ１９９０，ｐ７５０のいうとおり利潤率およひ実質賃金は必快

　的にともに低下するのである 。

４８）ただしリカードは経済成長において資本蓄積率の変化が人口増加率の変化に先行すると考えていた

　からリカードにとっ てはこの図式のなかで，賃金財価格→貨幣賃金；＞利潤率＝〉資本蓄積率→労働需給

　比率二〉貨幣賃金→実質賃金→人口増加率，という過程が本筋となるのである 。
４９）Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐｐ．１２９－３０によるとリカードの分析は経済の静学的な均衡状態を基本として不連続な

　衝撃の波及の過程を説明しようとするものだったという 。これも確かに問違いではないが，しかしリ

　カートは『原理』第５章賃金論では静学分析とは異質な方法を用いて動学分析を試みたのである 。

５０）　リカードは『原理』第３版において追加された第３１章機械論において初めて失業の問題に言及して

　いる（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．３８８），しかし論理的には第５章賃金論の分析においてすでに失業の問題が存在する

　のである。なお第３１章機械論における失業の問題は労働節約型の技術の導入による労働需要の絶対的

　な減少によるものであるが，第５章賃金論における失業の問題は活動水準の低下にともなう労働需要

　の減少，そしていわば実質賃金の下方硬直性によるものである 。
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．３２５－４９

１９８２「リカードウ基本モデルにおける利潤率の低下傾向と賃金率」『経済研究』６５，ｐｐ

５５－１０８

渡会勝義 １９８３「リカードウの基本モデルについて」『経済研究』６７，ｐｐ．１－６９

（８８２）
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